
1 

 

                                                                                              

「医療政策モニタリング ニューズレター」（第 47号  2025.08.04）   

                             公益財団法人日本医療総合研究所 医療動向モニタリング小委員会 

                                                                                             

 

 

厚生労働省が電子カルテの新たな普及方針、電子処方箋の普及目標を示す 

 

 

厚生労働省は７月１日、「『医療ＤＸ令和ビジョン 2030』厚生労働省推進チーム」（チー

ム長：福岡資麿厚生労働大臣）を開催し、医療機関への電子処方箋の新たな普及目標や電

子カルテの普及方針を示しました。主な内容は次のとおりです。 

 

 

電子処方箋の新たな普及目標は 2030年目途 

 

 

2023 年１月より導入が開始された電子処方箋について、「2025 年３月までに（導入を） 

普及させる」目標でしたが、2025年６月時点で、医療機関への普及率は「約１割程度」に

とどまります。厚労省は「電子処方箋を利用しやすく、安全に運用できる仕組み・環境の

整備」が課題だとしています。 

一方、電子処方箋の運用開始済の薬局は８割を超え、薬局については 25 年夏頃には概

ね全ての薬局での導入が見込まれます。 

このため、新たな目標は電子カルテと電子カルテ情報共有サービスとの「一体的な導入」

をすすめ、「電子カルテを整備するすべての医療機関への導入を目指す」としています。

つまり、電子カルテの導入目標である 2030 年に合わせて電子処方箋を導入するというこ

とです。 

 

 

電子カルテと電子カルテ情報共有サービスの新たな普及方針 

 

 

電子カルテと電子カルテ情報共有サービスの普及については、「2026年夏までに、具体

的な普及計画を策定」します。 

現在、デジタル庁が医科無床診療所を対象とする標準型電子カルテを開発していますが、

2025年度中に「本格運用の具体的内容」を示し、「2026年度中目途の完成を目指す」とし

ています。 

さらに、「小規模な医療機関でも過度な負担なく導入」できるよう、「医科診療所向けの

電子カルテの標準仕様（基本要件）を 2025年度中に策定」するとしています。 

標準型電子カルテは、１つのシステムを複数の医療機関で共同利用するクラウド型サー

ビスとして、電子カルテ情報共有サービスや電子処方箋管理サービス、全国医療情報プラ
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ットフォームに対応し、民間事業者が提供するシステムとの連携機能を実装する予定です。 

 

 

第７回「医療ＤＸ令和ビジョン 2030」厚生労働省推進チーム（2025年７月１日）資料より 

 

 

医療機関別の電子カルテの普及方針 

 

 

電子カルテの普及率は、一般病院 65.6％（400床以上は 93.7％、200～399床は 79.2％、

200床未満は 59.0％）、一般診療所 55.0％（2023年医療施設調査）です。 

【医科診療所】 

①電子カルテ導入済の医科無床診療所（約５万７千施設）について、オンプレミス型（医

療機関内にサーバーや専用機器を設置）電子カルテの場合は、2027年度以降の次回シス

テム更改時に、標準型電子カルテに準拠したクラウド型電子カルテへの移行を促します。 

また、クラウド型電子カルテの場合についても、標準型電子カルテに準拠したクラウド

型電子カルテへの移行を図ります。 

 

②未導入の医科無床診療所は約４万７千箇所施設ありますが、標準型電子カルテ導入の支

援策を具体化し、普及を促進します。 
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【病院】 

③電子カルテ導入済みの病院（4,638施設）は、次回システム更改時のシステム改修を促

します。未導入の病院（2,427施設）を含め、順次、国の標準仕様（基本要件）に準拠

したクラウド・ネイティブなシステムへの移行を進めます。 

 

【歯科医療機関】 

④歯科医療機関（約６万６千施設）については、「現場に求められる電子カルテ・電子処 

方箋の機能」について、「2026年度中に具体的な対応方針」を決定します。 

 

 

第７回「医療ＤＸ令和ビジョン 2030」厚生労働省推進チーム（2025年７月１日）資料より 

 

 

医療機関に導入を強要すれば、地域医療からの撤退を招く 

 

 

自民党・公明党・日本維新の会の三党合意は、電子カルテについて、「５年以内」に「普

及率約 100％を達成する」としています。電子カルテと電子処方箋の導入には医療機関の

事務負担と高額な追加コスト（導入・維持・更新）がかかり、経営を圧迫します。 

現時点で電子カルテ・電子処方箋の導入義務化の方針は示されていませんが、実質義務

化につながる可能性は排除できません。未導入の医療機関に導入を強要するならば、地域

医療からの撤退を招きかねません。 

（文責:医療動向モニタリング小委員会委員 寺尾正之) 


